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輸送機関別輸送量（旅客部門）

自家用乗用車
1億2,000万ｔ

（48.2%）

自家用貨物車
4,360万ｔ
（17.5％）

営業用貨物車
4,480万ｔ
（18.0％）

航空 1,100万ｔ
（4.4％）

鉄道 820万ｔ

（3.3％）船舶 1,250万t
（5.0％）

ﾀｸｼｰ 420万ｔ
（1.7％）

バス 450万ｔ
（1.8％）

輸送機関別エネルギー消費量（旅客部門）

運輸部門のCO２排出量（2007年度）

鉄道
820万ｔ
（3.3％）

【国立環境研究所資料より】

（ひとりを１ｋｍ運ぶときのｇ-CO2）
出展：国土交通省 JR東日本は2007年度実績に基づき算出

JR東日本 １１

鉄道 19

バス 51

航空機 109

自動車 168

ひとりを1km運ぶときのCO２排出量

0 50 100 150 200

（１）地球温暖化防止への取組み
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（１）地球温暖化防止への取組み
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事業活動に伴うCO2排出量の推移

主回路性能の向上、走行抵抗の低減により、Ｅ５系

320km/h走行時の消費電力は、Ｅ２系275km/h走行

時の消費電力と同レベルにまで削減

新型のE5系

従来型のE2系

省エネルギー車両の導入（新幹線）

省エネルギー車両の導入（在来線）
【エネルギー消費量の比較】

100
66

103系

回生ブレーキやVVVFインバータ制御等により、消費電力は

従来の半分以下
※103系のエネルギー消費量を「100」として算出

205系 E231系

103系

205系 209系
E231系

（万ｔ-CO2）
億人キロ

1,500

250

1,198

1,306
輸送量は９％増加

CO2排出量は18％減少

0

47
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世界で初めて小海線に導入（キハE200系、2007年7月）

・燃料消費量が約10％向上（小海線における実績）

・駅停車時の静粛性が向上（発車時約30ｄB低減、停車時約20ｄB低減）

・排気ガス中の有害物質（NOX・PM）が約60％軽減

ディーゼルハイブリット鉄道車両の投入
【キハE200系の概要】

（１）地球温暖化防止への取組み
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蓄電池駆動電車システムの開発

電力変換装置

補助電源装置

ＶＶＶＦ
インバータ

主回路用蓄電池

モータ

モータ

主電動機

主電動機

車輪

車輪

ＤＣ／ＤＣ
コンバータ

集電装置
電化区間

非電化区間

【駆動システム概略図】

駅 駅 駅

通常の電車
として走行

蓄電池のみで
走行

充電設備

【直通運転のイメージ】

・非電化区間のエネルギー効率向上
（電車の非電化区間直通運転）

・閑散線区における回生電力有効活用

・需給電力の平準化

・地上設備新設費の軽減

NE Train スマート電池くん

（１）地球温暖化防止への取組み

燃料電池ｼｽﾃﾑを用いた
将来の鉄道ｼｽﾃﾑのｲﾒｰｼﾞ
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（２）輸送量・運輸収入の推移
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鉄道輸送量の構成の推移 鉄道運輸収入の構成の推移
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16.7
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112.4140.3

155.1

196.6
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120.2

在来線東京圏外
定期外

▲27.9億人ｷﾛ

在来線東京圏外
定期外

▲545億円

合計

＋3307億円

〔東京圏〕東京・横浜・八王子・大宮・千葉支社管内 〔その他〕高崎・水戸・仙台・盛岡・秋田・新潟・長野支社管内

合計

＋260.7億人ｷﾛ
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（２）輸送量・運輸収入の推移

地方路線の輸送量の推移（事例）

（千人キロ）

【羽越本線（新津～秋田）】 【陸羽西線（新庄～余目）】
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鉄道ネットワークの特性及び首都圏での販路を持つメリットを活かして

観光施策：「地域再発見」プロジェクト

観光流動

都心
東京

地域

×

観光資源
地元から提案

地域資源
掘り起こし

セレクト・開発

モノ

地域再発見
プロジェクト

ヒト

モノ

旅行
商品

海外
インバウンド

販路

観光開発（旅市）

着地型観光拠点

モノづくり

体験プログラム

農 業

産直市

イベント

旅行商品

情報発信

駅・駅ビル

産直市

農商工連携

観光資源

情報発信・PR
地産地消

共創・共生

地域との連携を強化し、地元と共に知恵を絞る「共創」戦略

地産商品の掘り起こし 伝統文化、祭り等観光資源の紹介

（３）地域活性化への取組み
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（３）地域活性化への取組み

「コンパクトシティ」や新潟市が進めている新潟駅周辺整備のような、駅を中心としたまちづくりの取
組みに応え、例えばバス、タクシー等への便利な乗り継ぎを実現するために必要な駅設備の改良を自治体
と協力して進めます。 【グループ経営ビジョン2020―挑む―】

タクシー駐車場

バ
ス
降
車
場

自家用車整理場

タクシー乗車場

土地所有区分線

庇等

広場区域

シェルター新設

凡例

当社用地

新潟駅

シェルター新設

約57m

約6.5ｍ

土地所有区分線

バスターミナル

新潟駅舎庇

具体例：新潟駅万代広場シェルター新設計画 【整備目的】
①冬季・雨天時の駅を利用するバス利用者（降
車客）の利便性向上
②冬季・雨天時の駅利用者の歩道環境改善

地域の顔にふさわしい駅をつくる
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（４）地方路線活性化への取組み

五能線における「リゾートしらかみ」の運行
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くまげら

橅

青池

63,062

100,210
107,411

・「青池」編成 1997年4月投入

・「橅」編成 2003年4月投入

・「くまげら」編成 2006年3月投入

【リゾートしらかみ 乗車人員推移】

岩木
山

【運行区間】
青森～五能線～秋田
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（５）バリアフリーへの取組み

例：御茶ノ水駅

【今後大規模な改修が想定される駅】
新橋、代々木、神田、浅草橋、菊名、
関内、西国分寺、南浦和など

エレベーター エスカレーター スロープ 警告誘導ブロック 多機能トイレ 音声案内装置
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整
備

台
数

エレベーター

エスカレーター

66 65 51 78
14426 24
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整備年度

（
単

位
：
億

円
）

補助金（国+地方自治体）

自己資金
92 89

69
109

206

段差解消が整備された駅の推移

現在整備中のバリアフリー設備

エレベーター・エスカレーターの整備基数の推移

エレベーター・エスカレーター整備の投資額の推移

※エレベーター・エスカレーター整備に必要な駅改修費用等を含む
※2010年度は想定 ※単位は億円

バリアフリー整備困難駅の整備

整備年度 2006 2007 2008 2009
2010
見込

当該年度に
段差解消された

駅数
25 19 19 28 36

整備率
（累計）

66% 71% 75% 81% 88%
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（６）ホームドアの導入

・列車非常停止警報装置
・転落検知マット

・ホームステップ

・画像処理式転落検知装置
・ホーム下待避スペース

・点状ブロック

山手線への
ホームドア導入

抜本的なホーム上の安全対策へ

山手線へのホームドアの導入

2010年6月 恵比寿駅使用開始*

8月 目黒駅使用開始*

2012年度～

現状（盛土式）

支持杭
新設

床板新設

ブロック
撤去

土留板
新設

ブロック
積壁

土・砂等

改良後

整備の進め方

※大規模改良を予定している駅に
ついては改良工事終了後の導入

導入の背景

山手線のホームは古いものが多く、大規模な構造改良が必要

整備の概要

○ホーム基礎工事

○ホームドア本体
特徴： ホームドアと車両の間のお客さまや荷物等を高性能センサーで検知

一部をガラス化することにより、足元の視認性を向上

【概算総額 約500億円】

* 6扉車位置（7 ,10号車）を除く

○定位置停止装置設置

残り駅の整備地上のドアと車両のドア位置を合わせるため、高い精度のブレーキ操作を
サポートする装置を全52編成に搭載

○６扉車の４扉車取替
車両扉位置を統一するため、6扉車全104両を4扉車へ取替

現在の安全対策設備

課題が多岐にわたっており、先行する2駅にお

いて山手線全駅導入に向けて検証する。
・山手線のダイヤへの影響（乗降時間等）
・ホーム上のお客さまの流動や混雑度の変化
・ホーム柵故障時や輸送障害時の取扱い
・3次元支障物センサーや緊急脱出口の有意性

・お客さまの声や社員からの意見等を踏まえた
各機器の使い勝手

など
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（７）高速道路上限料金制度に伴う主な影響

高速道路利用者の増加と鉄道からの転換

・首都圏及び京阪神圏内流動を除く

通年上限2,000円
（参考）

土日祝日上限1,000円

高速道路利用台数 ＋１２．６％ －

全国 △３．７％
全国 △２．１％

（土日祝日の利用ベースで△６．６％）

当社エリア △３．２％ 当社エリア △１．８％
（土日祝日の利用ベースで△５．９％）

鉄道利用者数
〔鉄道利用者（中長距離）

に対する割合〕

当社の影響額

約２００億円

当社の影響額

約９０億円

平日における鉄道から自動車へ
の転換も加わり、通年上限
2,000円による影響は、土日祝
日上限1,000円の影響の2倍と
なる

＋５００万トン

通年上限2,000円

＋２００万トン

（参考）

土日祝日上限1,000円
CO2排出量
の増加

二酸化炭素排出量の増加（年間） 運輸部門のCO２排出量（2007年度）との比較

【（財）運輸調査局調べ】

・部門全体の排出量 2.49億トン → 500万トンは2.01％に相当

・自家用車の排出量 1.24億トン → 500万トンは4.03％に相当

・鉄道の排出量 820万トン → 500万トンは61.0％に相当
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